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第４章 災害発生時の対応 

 

目 標 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 災害発生時、在宅人工呼吸器使用者・家族及び関係者が、必要な情

報を入手することができ、災害時個別支援計画に沿った対応ができ

る。 

○ 関係者が、在宅人工呼吸器使用者・家族の安否確認を行い、被害状

況に応じ、生命を守るために連携し、最善を尽くすことができる。 

○ 区市町村、保健所等の行政機関が、支援継続に必要な情報を、在宅

人工呼吸器使用者・家族及び関係機関へ的確に情報提供するととも

に、計画外の対応を要する場合には支援要請を行い、使用者が可能な

限り高いＱＯＬ（生活の質）を保つことができる。 

１ 災害情報の収集と災害時個別支援計画に沿った行動  34ページ 

【在宅人工呼吸器使用者・家族、全ての関係機関】 

２ 在宅人工呼吸器使用者災害対策リストによる安否確認及び安否情報の

集約                       34ページ 

【区市町村（支援窓口、障害・高齢者等福祉担当部署、保健担当部署）、

医療機関及び訪問看護ステーション等】 

３ 情報提供、療養支援                36ページ 

【区市町村（支援窓口、障害・高齢者等福祉担当部署、保健担当部署）

等】 
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１ 災害情報の収集と災害時個別支援計画に沿った行動 

【在宅人工呼吸器使用者・家族、全ての関係機関】 

 

災害が発生した際は、在宅人工呼吸器使用者・家族及び関係者ともに、ま

ず自身の安全を確保し、その後被害状況を確認しつつ、災害時個別支援計画

に沿った行動をとります。 

 

（１）災害情報の収集 

通信網の乱れ、現場の混乱等により、都・区市町村災害対策本部からの情

報が速やかに入ってこないことも予想されることから、在宅人工呼吸器使用

者・家族、関係者は、テレビ・ラジオ、区市町村のホームページや防災行政

無線、東京都防災ホームページ、防災関連アプリ、東京電力パワーグリッド

株式会社の停電情報、ＳＮＳ等により、必要な情報を把握します。 

また、関係機関は建物被害、停電、職員の不足等により、被害状況等の把

握が十分できないと判断した場合に、保健所等は、区市町村や都保健政策部、

医療機関は東京都医師会、訪問看護ステーションは地区の訪問看護ステーシ

ョンの代表者等に連絡し、情報収集に努めます。 

 

（２）災害時個別支援計画に沿った行動 

  収集した災害情報を基に、在宅人工呼吸器使用者・家族及び関係者が、災

害の種類別の災害時個別支援計画に沿って行動します。（「在宅人工呼吸器

使用者のための災害時個別支援計画」４３ページ参照） 

 

２ 在宅人工呼吸器使用者災害対策リストによる安否確認

及び安否情報の集約     

【区市町村（支援窓口、障害・高齢者等福祉担当部署、保健担当部署）、

医療機関及び訪問看護ステーション等】 

 

平常時に「災害時個別支援計画」で決めておいた安否確認を行う機関は、

作成した在宅人工呼吸器使用者災害対策リストを基に在宅人工呼吸器使用者

の安否確認を行います。 
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決めておいた優先順位や出勤できた職員数に応じ、緊急の訪問計画を立てる

など、安否確認・訪問を以下の内容で行います。 

安否確認の結果は、区市町村の支援窓口等あらかじめ定めた機関に、決めて

おいた方法で連絡し、区市町村の内部でも情報の共有を行います。 

また、必要に応じて東京都保健所は都保健政策部に連絡します。 

＜安否確認の内容＞ 

 

 

 

 

 

 

確認情報 状 況 例 対 応 例 

在宅人工呼吸

器使用者・家族

の被災状況 

在宅人工呼吸器使用者・ 

家族で緊急の医療処置が

必要な者がいる。 

状況に応じ救急要請を指示 

応急処置を指導 

家族が負傷している場合、介護者を

確保 

家屋の 

被害状況 

家屋の被害により療養生

活の継続が困難 

災害時個別支援計画に従い避難を

指示 

電力等の 

供給状況 

停電が発生 災害時個別支援計画に従い電源の

確保等の対応を指示 

家族による対応が困難な場合は、支

援者を確保 

人工呼吸器・ 

吸引器の被害

状況 

人工呼吸器・吸引器が正

常に作動しない。 

 

蘇生バッグでの対応を指導 

かかりつけ医、医療機器販売業者に

連絡を指示 

必要に応じ救急要請 

必要物品の 

備蓄状況 

吸引チューブの備蓄がな

い。 

物品の確保をかかりつけ医療機関、 

訪問看護ステーションに要請 

支援者の状況 支援者が駆けつけていな

い。 

近隣の訪問看護ステーションや、介

護事業所、指定相談支援事業者など

に支援を依頼 
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３ 情報提供、療養支援  

【区市町村（支援窓口、障害・高齢者等福祉担当部署、保健担当部署）等】 

（１）在宅人工呼吸器使用者・家族への情報提供 

災害発生時は、停電や通信網の混乱から、情報が入りにくくなります。情 

報の不足や情報提供の遅れは、今後の見通しを立ちにくくさせ、在宅人工呼

吸器使用者・家族に一層の不安を与えます。特に自宅で療養を継続している

在宅人工呼吸器使用者・家族には情報が入りにくくなります。 

区市町村等が提供する避難所の情報や食料・水の配給等の生活情報の他に 

在宅人工呼吸器使用者等には下表のような医療情報が必要です。 

区市町村（支援窓口、障害・高齢者等福祉担当部署、保健担当部署）は、 

被害状況、医療機関の開設状況等について、在宅人工呼吸器使用者・家族に

情報提供するとともに、関係者にも必要に応じて情報提供します。 

 

＜在宅人工呼吸器使用者・家族にとって必要な医療情報の一例＞ 

情  報 内  容 

医療機関の被災情報 ・かかりつけ医は往診や訪問診療を通常どおり行える

か 

・医薬品は通常どおり提供できるか 

・気管カニューレ、吸引チューブ等は通常どおり用意

できるか 

・医療救護所の開設状況はどうか 

・在宅人工呼吸器使用者の状態が急変した場合、どこ

に行けばよいか 

訪問看護ステーション 

の被災状況 

・通常どおり訪問看護が行えるか 

・衛生材料等は通常どおり提供できるか 

救急隊の活動状況・ 

道路状況 

・在宅人工呼吸器使用者の状態が急変した場合、通常

どおりに搬送できるか 
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（２）在宅人工呼吸器使用者・家族への療養支援 

在宅人工呼吸器使用者の状況によってはすぐに避難や受診、入院が必要に 

なる場合もあります。 

しかし、在宅人工呼吸器使用者・家族に直接的な被害がなければ、できる 

だけ在宅療養が継続できる支援体制を整えることが必要です。 

区市町村（支援窓口、障害・高齢者等福祉担当部署、保健担当部署）、医 

療機関、訪問看護ステーション、介護事業所、指定相談支援事業者等は、情

報の共有を行い、在宅人工呼吸器使用者に通常どおりの支援が行えるかどう

か確認し、災害時であってもＱＯＬ（生活の質）が著しく低下することがな

いよう配慮するとともに、精神的支援も併せて行うようにします。 

 避難支援を行う場合、あらかじめ決めておいた支援者による支援が困難な

場合は、地域において避難支援等への協力が可能な企業や団体等に支援を要

請することも検討します。 

 

（３）災害対策本部への情報提供及び支援の要請 

区市町村は、在宅人工呼吸器使用者の在宅療養の継続や避難等に際し、あ 

らかじめ決めておいた方法での支援が困難な場合は、必要な支援についての

情報を、区市町村の災害時要配慮者支援班や支援窓口等を通じて、区市町村

災害対策本部へ迅速かつ適切に流す必要があります。 

緊急搬送、電力復旧、衛生材料等の供給等の支援が必要な場合、消防隊や 

電力会社、医療関係者、ボランティア等の被災地外からの応援も含めて、区

市町村災害対策本部との連携の下に動くことになるため、可能な限り迅速に

情報を入れ、支援を要請します。区市町村単独での対応が困難な場合には、

区市町村災害対策本部を通じ、東京都へ支援を要請します。 
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